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第１章 序論 

第１節 本調査の背景 

情報通信技術（Information and Communication Technology=ICT）の発展は世界の

グローバル化を促進し、その社会経済のあり様に大きな影響を与えている。情報技

術の革新は、人々の生活を便利にし、また、ビジネスを促進するなど、プラスの影響

を与えると考えられるが、一方では、情報通信技術がもたらす恩恵を得ることが出来

る者とそうでない者の間の格差（情報格差＝デジタル・ディバイド）も指摘されており、

情報通信技術の影響は多岐に及んでいる。 

 

途上国開発においても、情報通信技術活用の可能性は注目されており、例えば、

日本国政府も 2000 年の九州・沖縄サミットでは、デジタル・ディバイドの解消や IT 政

策支援というかたちで、情報通信分野における援助の方向性を打ち出している。また、

1998/99 年版世界開発報告には、情報通信技術が途上国開発にもたらすプラスの効

果について、極めて肯定的に記載されている（World Bank 1999: 9）。 

 

また、先進国政府や援助機関のみならず、途上国政府にも情報通信技術を自国の

発展に利用しようという思いを見ることが出来る。OECD（2004）のデータによると、貧

困削減戦略報告書（PRSP）を策定している 29 ヶ国のうち、12 ヶ国が情報通信技術を

貧困削減の為の手段と見なしており、また、その他 17 ヶ国は、僻地や農村部におけ

るテレコミュニケーションの発展をインフラストラクチャー開発の重要項目としている

（Duncombe 2006）。 

 

この様に、情報通信技術の発展は先進国のみならず、途上国にも多くの恩恵をも

たらすことが期待されている。実際、最貧国と呼ばれるエチオピアでも、情報通信技

術は開発促進の為の重要な手段と見なされており、エチオピア政府は ICT を、教育、

医療、農業といった様々な分野で活用する eガバメント計画に取り組んでいる。そして、

この壮大な eガバメント計画の一部として、2003 年から SchoolNet と呼ばれる遠隔教

育プロジェクトが開始されている。 

 

しかしながら、ICTを途上国開発に活用することは簡単ではない。実際、多くの失敗

事例が報告されている厳しい現実がある。例えば、ICT4D（ Information and 

Communication Technology for Development）プロジェクトとして多く実施されたテレセ

ンタープロジェクトの多くはサステイナビリティを欠き失敗に終わっているケースが目

立つ（Oestmann and Dymond 2001; Etta and Parvyn 2003）。また、途上国における e
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ガバメントプロジェクトの 85％もが、完全な失敗、もしくは部分的に失敗しているという

調査結果がある(Heeks 2003）。さらに、教育分野での情報通信技術活用に関して言

えば、給食配布や教師用トレーニング実施といったプロジェクトと比較し、ICT を利用

したプロジェクトの方が効果的であると言い切ることは出来ない(Cawthera 2001）。 

 

実際、エチオピアの地方都市にて、青年海外協力コンピュータ教師として

SchoolNet プロジェクト導入時を見てきた著者の経験によれば、エチオピアの

SchoolNet プロジェクトも、期待通りの効果があるとは言い難い状況であった。衛星ネ

ットワークを通じて、外国人教師による質の高いレクチャーが配信されるようになった

ものの、不安定な電気供給、トラブル時に対応出来る人材の不足、配信されるレクチ

ャーに生徒が着いていけない（講義のスピードや使用されている英語の問題）、教師

達のモチベーションの低下、といった様々な問題があった。果たして ICT4D は、本当

に、その期待される効果を出すことは出来るのだろうか？ 

 

第２節 本調査の目的 

本調査は、このような ICT4Dの理想とは打って変わった厳しい現実を改善するために、

どうすれば ICT4D プロジェクトを成功に導けるのかについて、SchoolNet プロジェクト

を事例にまとめたものである。さらに SchoolNet プロジェクトはエチオピアの壮大な e

ガバメント計画の一部という位置づけであることから、SchoolNet を教育プロジェクト及

び e ガバメントプロジェクトとして分析し、今後のエチオピア ICT4D プロジェクトについ

ても提言したい（図 1.1．）。 

図 １.１：SchoolNet の位置づけ 

 

ICT4D 

ICT4E eGovernment 

SchoolNet 
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上記目的の為、具体的には以下3点を論点とし設定し、これらの問いに答えるかた

ちで、ICT4D プロジェクトを成功へ導くためのプロジェクトデザイン、手段・方法につい

て議論していく。 

 

１． 何故、SchoolNet プロジェクトが多くの問題に直面したのか？ 

２． どうしたら、SchoolNet の問題点を改善出来た（出来る）のだろうか？ 

３． 如何に SchoolNet の教訓を今後のエチオピア e ガバメント計画で活かすか？ 

 

第３節 本調査の方法 

本調査では、上記の論点について社会工学的（Socio-technical）視点から議論す

る。また、著者の 2003 年からの青年海外協力隊しての現場経験中心に、2008 年 7

月に実施されたエチオピアへのフィールドワークにおける、聞き取り調査、教師、生徒

に対するインタビューから得た情報を基に質的調査を実施した。さらに、エチオピア政

府 EICTDA（Ethiopian Information and Communication Technology Development 

Agency）Web サイトや国際機関、研究者、エチオピア人ジャーナリスト等により作成さ

れた関連文献、SchoolNet を使用して授業をしている青年海外協力隊理数科教師に

よる活動報告書なども情報源として使用した。 

 

以下、第2章では、まず ICT4Dに期待されるメリットと、ICT4Dプロジェクトの失敗要

因について述べる。次に失敗要因を回避するための方法を紹介すると共に、本調査

の基礎となるフレームワークについても解説する。第 3 章では、SchoolNet プロジェク

トについて議論する前に、エチオピアの背景情報に触れ、その後、SchoolNet に期待

されるメリットに対する実際の問題点を洗い出し、第一の論点であるSchoolNetが多く

の問題に直面した理由を明らかにする。第 4 章では、第二の論点である改善案につ

いて、ユーザー参加の視点から議論する。最後に、第 5 章にて、これまでの議論をま

とめると共に、今後の eガバメント計画における提案を述べ結論とした。 
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第２章 ICT４D に関する背景情報：メリットと問題点 

第１節 ICT４D のメリット 

はじめに、ICT が途上国開発においてどのようなメリットをもたらすのかについて、

ICT は本当に必要なのか？ということから議論を始め、そのメリットを SchoolNet に関

連する教育分野及び eガバメント分野について述べる。 

 

第１項  ICT4D は必要か？ 

ICT4Dについては、「本当に途上国にICTが必要なのか？」という論議が多くなされ

てきた。確かに、水や食料といった BHN（Basic Human Needs）のほうが ICT よりも重

要であると考えられる。しかしながら、では ICT は不必要かと言えばそうではない。途

上国の人々は「BHN も ICT も」両方を必要としているのである（Heeks 2008a: 2）。実際、

情報が欠如による弊害は多くの学者が指摘しており、ICTの重要性は否定出来ない。

例えば、Castells (2001)は、国家の経済発展におけるインターネットの重要性は産業

発展における電力と同様であると、開発における ICT の意義を強調している。また、

ICTは BHN を満たす為の開発プロジェクトをより効率的、効果的に実施する為のツー

ルであり、決して対立するものではない。したがって、BHN か ICT か？といった

Whetherを問う議論にはあまり意味がなく、これからは、いかにICTを開発に活用する

べきか？といった How についての議論が重要である(Walsham and Sahay 2006; 

Walsham et al. 2007)。実際、上記のWhether？に対する回答としては「Yes」が既に主

流であり、前国連事務総長 Kofi Annan をはじめ、多くの途上国開発の指導者達が

ICT4Dの可能性を支持している (Wims and Lawler 2007)。 

 
第２項  教育分野における ICT 活用（ICT4E） 

先進国で ICT が活用されている分野は多岐におよぶが、特に教育分野におけるテ

レビやラジオを含む ICT 活用の歴史は長い。また、教育分野が途上国開発に占める

重要性を考慮すると、ICT4D分野でも ICT4E（ICT for Education）プロジェクトに大きな

期待がかかるのも理解出来る。実際、前国連事務総長 Kofi Annan は、(Millennium 

Development Goals ) ＭＤＧs の一つである１００％の初等教育達成の為には、ICT活

用が鍵である述べている (Annan 2005)。 

 

実際、アフリカの小学校へコンピュータ（PC）を整備する NEPAD’s (New 

Partnership for Africa's Development) e-school initiative や頑丈な児童用ノート PC を

配布するOne Laptop Per Child (OLPC)といったプロジェクトに代表されるように、様々

なかたちで教育分野において ICT が利用されているが、個々のプロジェクトには違い
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があるものの、教育分野における ICT 活用に期待される効果は、教育へのアクセス

向上（縁く教育やEラーニングなど）、教育の質の向上（デジタル教材の利用など）、生

徒のモチベーションアップ（プロジェクターやコンピュータといった電子機器の使用は

生徒の興味を鼓舞する）という 3 点に集約することが出来る（Cawthera 2001; Wims 

and Lawler 2007）。そして、エチオピアの SchoolNet もまたこの様な効果を期待して実

施されている。 

 
第３項  政府における ICT 活用（E ガバメント） 

SchoolNet プロジェクトはエチオピアの e ガバメント計画の一部として実施された。

大企業が ICT をビジネスに利用している先進国と比較し、途上国においては、ICT の

ヘビーユーザーは政府であり（Heeks 1999a: 16）、ICT4D プロジェクトの多くが政府主

導の下に実施されている。eガバメントの定義はインターネットの利用のみを指す狭義

のものもあるが、広義には、「公共分野における ICTの利用」（Heeks 2007a: 4）とする

ことが出来る。事実、SchoolNet も衛星ネットワークを通じた授業配信というインターネ

ットではないテクノロジーを利用している。 

 

政府による ICT利用は以下の表2.1のように分けることが出来る。様々な目的の為

に ICT が利用されているが、いずれも根底にあるのは、民間企業のような業務効率

化やコスト削減といった戦略を支持する New Public Management (NPM)により提唱さ

れるコスト削減、公共サービスの質の向上、そして、より良い社会の構築といった 3点

である（Heeks 2007a）。そして、この目的の為にICTが重要な役割を果たすという考え

方が eガバメントの基礎となっている。 

 

表 ２.１：e ガバメントの各カテゴリー 

e ガバメント区分 定義 目的 

e-Administration 
公共セクターにおける業務プロセス効率化を促進する
為の ICT 利用 
（例：稟議承認システムなど） 

業務効率化 

e-Society 

政府機関と市民社会団体（NGO や CSO）を繋ぐネット
ワークを形成する為の ICT 利用 
（例： 政策について NGO 等などと議論を交わす為の
Web サイトなど） 

政府外部とのネットワ
ーク形成 

e-Services 
市民や企業を対象とした公共サービスの質の向上を図
る為の ICT 利用。 
（例：電子入札システムなど） 

公共サービスの質の
向上 

e-Citizens 

政府と市民の間の寄りよい関係を構築する為の ICT利
用。 
（例：情報公開用 Web サイトや市民からの意見を収集
する為のWeb 掲示板など） 

政府と市民のネットワ
ーク形成 

 (出所: Heeks 2007a: 5-6) 
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第２節 ICT4Dプロジェクトの成功を妨げる要因 
これまで述べてきたように、ICT活用の可能性は大きく、開発途上国においても、教

育や eガバメントといった分野で ICT活用が期待されている。しかしながら、実際には

ICT を適切に活用出来ずに失敗に終わっている ICT4D プロジェクトは少なくない。例

えば、Heeks (2003)の調査によれば、途上国における eガバメントプロジェクトの 35％

は完全な失敗（システムが稼動しないケース）であり、50％が部分的な失敗（システム

は稼動したものの、期待していた成果が得られない状況）であるという結果が出てい

る。同様に、エチオピアに注目してみると、アジスアベバ市政府が ICT に膨大な投資

をしているものの、期待された効果が得られていないという報告がアジスアベバ大学

によりなされている（Bekele et al. 2005）。さらに、教育分野での ICT活用に関しても、

否定的な調査結果が目立つ。例えば、ICT4D 分野専門で活動する InfoDev/World 

Bank によれば、「教育分野における ICT 活用のポジティブな影響は証明出来ていな

い」(Trucano 2005: 6)という報告や、「途上国、特に最貧国と呼ばれる国々での教育分

野における ICT活用は、莫大なコストと高い失敗率を伴う」（infoDev 2007: 2）といった

否定的な報告がなされている。なぜ、こうも ICT4Dプロジェクトは失敗してしまうのだろ

うか？その原因として考えられる要因につき、次項より議論していく。 

 

第１項  テクノロジー中心主義の欠点 

まず、第一に挙げられえるのが、テクノロジー中心（Techno-centric）のプロジェクト

計画である。情報システム開発・導入において、技術面にのみ注力したマネジメント

は失敗する可能性がると、多くの研究者が指摘する（Laudon and Laudon 2004; 

Avison and Fitzgerald 2003; Checkland and Scholes 1990）。実は、情報システム開発・

導入においては、技術面だけでなく、それを使用する組織の人間関係やユーザーと

なる人々といった人間社会に関連した部分が成功、失敗を大きく左右するのである。

図 2.1 が示すように、情報システムを取り巻く環境は、非常に広範囲に広がっており、

技術面以外にも考慮すべき要因は多岐にわたっている。 
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図 ２.１：情報システムを取り巻く要因 

 

 

 

さらに、ICT4D プロジェクトにおいては、インフラや政治経済が安定した先進国では

なく、脆弱なインフラ、政治経済の不安定性、文化の多様性といった不確定要素や複

雑さを持つ途上国を背景としていることから、より一層、技術面以外にも注意を払う必

要がある。つまり、先進国発のテクノロジー中心のアプローチは、ICT4D プロジェクト

には適していない。しかし、実際には、テクノロジーを中心に据えたプロジェクトが実

施されており、その為、失敗に終わるケースが少なくない。 

 

第２項  Idolise ビジョン 

それでは、何故、これまでの ICT4D プロジェクトは、テクノロジー中心で進められて

来たのだろうか？この問いは、プロジェクトに係わるステークホルダー（特に途上国政

府）のeガバメントに対する姿勢により説明出来る。まず、Heeks (1999a; 2007a)による

e ガバメントにおける 4 段階のビジョン（Ignore, Isolate, Idolise, Integrate）を紹介する

（図 2.2）。 

Environment 

Information 
Data  Knowledge 

Technology 

Hardware Software 

Telecoms Paper/etc 

Organisation 

Information System 

People Task 

Strategies 

Structures 

Resources: 
Time/Money 

Business 

Process 

Culture 

Political 

Socio-cultural Technical 

Economic 

Politics 

(出所: Heeks 2007b: 5) 
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図 ２.２：e ガバメントにおける 4段階のビジョン 

 

Ignore 

Isolate 

Idolise 

Integrate 

Change 
Initiatives 

ICT 
Initiatives 

Change 
Initiatives 

ICT 
Initiatives 

eGovernment Initiatives 

Change 
Initiatives 

ICT 
Initiatives 

eGovernment Initiatives 

Information 

業務改善をどう行うべき

かを検討した結果、必要

であれば、ICTを利用する

といった考え方。ICT はあ

くまでもツールである。 

「ICT=解決策」といった考

え方。業務改善の為には

ICT が必須であると信じら

れている。 

ICT はワープロ等に利用

されるが、業務改善の為

（Change Initiatives）に

ICT を利用する考え方で

はない。 

ICT は無視されており、公

共分野の業務とは関係が

ない。 

(出所: Heeks 2007a: 19) 
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図 2.3 は、途上国政府が取る ICT 導入に対する姿勢を 4 段階に分けて示したもの

であるが、当然のごとく、ICTをあくまでもツールとして利用する、最後のIntegrateがも

っとも理想的な姿勢と考えられる。しかしながら、ICTに対する十分な知識や経験がな

い途上国の政策決定者達は、Integrate レベルに達していない場合が多い。そして、

ある程度の知識から、「これからは ICT だ！」といった期待や憧れから、Idolise レベル

に落ち着きがちである。しかし、安直に「ICT＝解決案」とみなす Idolise アプローチは、

ICT導入のみを目的にしてしまい、テクノロジー中心のプロジェクトデザインを導く危険

性が高い。 

 

また、「ICT＝解決案」という考えかたに陥ってしまう理由は、途上国政府をとりまく

環境からも説明出来る。Gauld and Goldfinch (2006)による図2.3は、4種類のステーク

ホルダーが支持する方針を示しているが、IT エンジニアやテクノロジー至上主義の科

学者が支持するTechnophia、IT企業が支持するLomanism、NPMの視点から組織改

革や業務改善を目指している管理者やコンサルタントが支持する Managerial faddism、

といずれも ICT 導入を積極的に肯定するものばかりである。そして、ICT 導入を肯定

する考え方やステークホルダーは全て先進国からである。このような状況では、途上

国政府が「ICT＝解決案」と Idolisation に陥るのも理解出来る。 

 

図 ２.３：各ステークホルダーの e ガバメントビジョン 

 
 

 

Idolisation 
Public servants ‘idolise’  
IT and see it as leading to 
great benefits 

Managerial faddism 
New management or 
structures bring benefits 
and prevent or fix 
problems 

Technophilia 
More and better 
technology prevents or 
fixes problems 

Lomanism 
Feigned or genuine belief 
of IT suppliers and sales 
staff in their company’s 
products 

Consultants and Managers 
(Donors encouraging NPM) 

IT companies  
from developed countries 

Policy makers  
in developing countries 

Engineers and scientists 
 in developing countries 

(出所: Adapted from Gauld and Goldfinch 2006: 19) 
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第３項  Design-Reality Gap 

これまで述べたように、Idolise アプローチにより導かれたテクノロジー中心主義のプ

ロジェクトデザインでは、ICT4D プロジェクトを成功に導くのは困難である。そして、技

術面以外の要因を軽視した結果、プロジェクト計画と現実の間には、大きなギャップ

が生じる。そして、このDesign-Reality Gap （Heeks 2002a）が大きければ大きいほど、

プロジェクトの失敗可能性が高くなる。以下にHeeks（2002a）が指摘する3種類のギャ

ップを述べる。 

 

１） Country Context Gaps 

先進国と途上国では、政治、経済、社会、文化といったあらゆる背景が

大きく異なっている為、先進国で生み出された考え方が途上国でも通用

するとは限らない。ICT の活用についていえば、インフラや人々の識字

能力といった要因も大きな前提条件であり、このような先進国－途上国

間のギャップを適切に考慮しない限り、先進国からの ICT ソリューション

が途上国で成功する可能性は低い。 

 

２） Hard-Soft Gaps 

先進国で当然のように考えられている合理的、論理的な考え方（Hard 

thinking）に基づく計画が、多くの不確定要素や多様性を持つ途上国で

は通用しないケースが多い。IT 技術者達が、常に合理性や効率性を基

に計画を練っても、途上国の現場でユーザーとなる人々が重んじるのは、

文化、宗教、人間関係といった合理的思考とは別次元の現実（Soft 

reality）であるケースが見られる。 

 

３） Private-Public Gaps 

ビジネス活動が活発な先進国発の ICT ソリューションは、民間企業を対

象として誕生しているケースが多いが、大企業などが少ない途上国では、

主な ICT ユーザーは公共分野である。したがって、民間ビジネス向け

ICT ソリューションを途上国の公共分野で活用しようとしても、ビジネスと

公共分野の違い（例えば、公共分野では他社との競争がない点、均一

給料で失業の恐れがない為、職員が組織の目標より個人の利益を重視

しがちである点、業務・組織がより官僚的である点など）から、上手く行

かないケースが多い。 

 

途上国政府が先進国からの ICT啓蒙活動を真に受けIdoliseビジョンを持ち、テクノ

ロジー中心の ICT4D プロジェクトを実施してみても、上記のような理想と現実のギャッ
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プが落とし穴となり、期待通りの成果を得られない結果に終わる可能性が高い。では、

どうすればこのギャップを埋め、プロジェクトを成功に導くことが出来るのだろうか？ 

 
第３節 ICT4D プロジェクトを成功に導くには 

ICT4D プロジェクトを成功に導く為に、有効と考えられる 3 つの方法につき、以下、

述べていく。 

 

第１項  社会工学的（Socio-technical）アプローチ 

すでに述べたように、技術中心的アプローチは ICT4D プロジェクトには適切とは言

えない。ICT4D プロジェクトにおいては、情報システムを取り巻くより幅広い環境全体

を考慮した社会工学的アプローチが必要である（Stapleton 2007）。社会工学的アプロ

ーチとは、テクノロジーのみに焦点を当てるのではなく、組織とそこにいる人々、そし

て組織を取り巻く社会、政治、経済、文化といった要因も考慮する全体的、包括的な

視点を持つことを意味し、問題点が不明確な状況や、多様性、複雑性に富んだ状況

での問題発見、解決策立案に適していると考えられている（Checkland and Holwell 

1998; Checkland and Scholes 1990）。 

 

実際、Soft Systems Methodology（SSM）（Checkland and Scholes 1990）や ETHICS

（Mumford 1995）と呼ばれる社会工学的手法は情報システム開発・導入において活用

されており、その有効性を発揮している。また、このような包括的アプローチは途上国

開発プロジェクト計画においても有効であり、SSM は従来のロジカル・フレームワー

ク・シンキングでは見えてこなかった問題の発見や、異なる視点からの解決案の発見

に役立っている（Bunch 2003; Luckett et al. 2001）。この様に、社会工学的アプローチ

は情報システムと途上国開発の両分野で有効とされており、この全体的、包括的視

点が ICT4D を成功へ導くことに繋がると考えられる。 

 
第２項  ユーザー参加の重要性 

社会工学的アプローチの特徴として、システム開発におけるユーザー参加（User 

Participation）が挙げられる。テクノロジーではなく人間社会を重視している点が社会

工学的手法の特徴の１つであり、この考え方から、情報システム開発で利用される社

会工学的手法の多くは、ユーザー参加を促すものである。そして、情報システム開

発・導入において、ユーザー参加の重要性は、多くの研究者により主張されている。

例えば、Delone and McLean (2003)が提示する IS（Information System）Success 

Model（図 2.4）は、情報システム、サービス、情報といったそれぞれのクオリティを上げ

るだけではなく、ユーザーの満足度を上げることが、プロジェクトの成功を導くと示唆し

ている。そして、ユーザー満足度の高い情報システム構築の為には、情報システム開
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発・導入フェーズに適切にユーザーを参加させることが重要と考えられる。 

 

図 ２.４：Delone and Mclean IS(Information System) Success Model 

 

 
 

また、ICT4D プロジェクトが開発プロジェクトであることからも、重要なステークホル

ダーであるユーザーをプロジェクトに参加させることが必要と考えられる。Chambers 

(1983)が主張するように、外から来たコンサルタントよりも、現場の住民が本当の問題

点やニーズを良く理解している為、彼らの参加が重要であることは明らかである。実

際、参加型と呼ばれる手法は、世界銀行をはじめとする援助機関の多くが実施してお

り、住民をエンパワーメントするという効果もある。これを ICT4D プロジェクトに置き換

えて考えてみると、情報システムとは構築したら終わりではなく、その後の適切な使

用や保守が重要なものである。ユーザー参加は、ユーザーに情報システムが自分達

のものであると意識させる為の効果があると考えられる。この様な理由から、ユーザ

ー参加を促すことは、ICT4D プロジェクトの成功に必須である。 

 
第３項  Design-Reality Gap を埋めるためには 

社会工学的アプローチ、そしてユーザー参加が ICT4Dプロジェクト成功には重要で

あることを述べた。これらを踏まえて、Design-Reality Gap を埋める方法について述べ

る。まず、テクノロジー要因以外も含めた広い視野（社会工学的視点）からプロジェク

トデザインと現実を比較する必要がある。この作業には、ITPOSMO チェックリスト

（Heeks 1999a; 2006）を利用することで、Information（情報）、 Technology（技術）、

System 
Quality 

Service 
Quality 

Information 
Quality 

Intention 
to use 

Use 

User 
Satisfaction 

Net  
Benefit 

(出所: Delone and McLean 2003: 24) 
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Process（プロセス）、Objectives/Value(目的・価値観)、Skills/Staffs（スキル・人材）、 

Management/Structure（マネジメント・組織構造）、 Other resources（その他のソー

ス：時間や資金など）といった情報システムに影響を及ぼす幅広い要因をもらすことな

くチェック出来る（図 2.5）。 

 

図 ２.５：Design-Reality Gap with ITPOSMO Checklist 

 

 
 

また、具体的に、ギャップを埋める為の手法としては、１）現場の現実を正確に把握

出来るよう現場のユーザー（ユーザーとなる人々）の参加を促す； ２）途上国政府の

ICT４D に関するキャパシティ向上を図る； ３）先進国からのステークホルダー（IT 企

業、ITエンジニア、コンサルタントなど）を教育し、Idoliseから Integrateアプローチを途

上国政府がとれるようにする； ４）どんな情報システムを構築するかと共に、どうやっ

て（how）情報システムを構築するのかをより深く考える、といった戦略が必要である

（Heeks 2002a）。言い換えると、ユーザー参加により現実を知ることで、現実と掛離れ

たプロジェクトデザインを回避させ、途上国政府と先進国からの ICT 導入先導者達の

(出所: Heeks 1999a: 77) 
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and motivations 
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両方の意識を変えることで ICT＝ベストソリューションといったテクノロジー中心主義

からの脱却を図ることが必要といえる。そして、先進国発の情報システム構築手法を

転用するのではなく、途上国にあった手法を考えることもまた大切である（図 2.6）。 

 

図 ２.６：Design-Reality Gap を埋める為の方法 

 
第４節 途上国にあった情報システム構築方法とは 

これまで、ICT4D プロジェクトの利点、問題点、そして改善へ向けての戦略を、順を

追って述べてきた。Heeks (2002a)が提唱する４つの戦略はいずれも重要であるが、4

番目の「途上国にあった情報システム開発・導入手法」とは一体何なのか、という疑

問が残る。住民参加やキャパシティビルディングは、これまでの途上国開発で既に長

く取り扱われてきた分野であるが、「ICT4D プロジェクトに適した情報システム構築手

法」とは、比較的新しい分野であり、それだけ曖昧でもある。第 3 章から、本章での議

論を基に、SchoolNetプロジェクトの問題点を分析し、第4章では、SchoolNetプロジェ

クトの問題解決案を模索する。そして、この事例分析を通じて、最終的には、ICT4D プ

ロジェクトに適した情報システム構築手法を、ユーザー参加の視点から提案すること

で、今後の ICT4D プロジェクトに対する提言としたい。 

 

 

 

 

(2) 途上国政府の ICT4D

キャパシティ向上 

(4) What だけでなく 
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第３章 SchoolNet プロジェクト 

これまでの議論を踏まえて、本章では、SchoolNet を事例に、何故 SchoolNet プロ

ジェクトが多くの問題点に直面したのかの原因を追求していく。 

 

第１節 エチオピア背景情報 

第１項 エチオピア全体 

SchoolNet について論じる前に、SchoolNet を取り巻く状況を説明する。エチオピア

（The Federal Democratic Republic of Ethiopia）はアフリカ東部に位置し、約 12500 万

キロ㎡の国土を有する。約 75 万人の人口のうち、約 84％が農業を生業として農村部

で生活している（Hare 2007）。以下、エチオピアの基本的な情報を表 3.1 にまとめた。 

 

表 ３.１：エチオピア開発についての基本情報 

Population 75.6 million (2004) 

Languages 
English, Amharic, Tigrinya, Oromigna, Guaragigna, 

Somali, Arabic, other local languages 

GDP per capita (USD) $114 (2004) 

Human Development Index 
169 (2005) (out of 177 countries) 

170 (2004) (out of 178 countries) 

Human Poverty Index 105 (2004) (out of 108 countries) 

Expenditure on education (as 

a percentage of GDP) 
4.6% 

 

(出所: Hare 2007: 3; UNDP 2007) 

 

 

表 3.1 が示すように、エチオピアの開発レベルは極めて低い。しかしながら、エチオピ

アの開発は着実に進んでおり、最貧国といわれるこの国が MDGs の一つである１０

０％の初等教育を 2015 年までに実現するという展望がある。次項にて、教育セクター

の背景を紹介する。 

 
第２項  教育セクター 

エチオピアの教育制度について、以下、図 3.1 にまとめた。 
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図 ３.１：エチオピアの教育制度 

   

11 12  

 

Preparatory 

School  

 

4  

 

2  

 2  

 

1 4   

 

5 8  

 

9 10  

(Secondary School) 

 
 

 (1 years) 

 

 

 

 

(出所: adapted from Satoru 2002: 59)  

 

生徒は進学先を決める全国統一試験を、第8学年修了時、第10学年修了時、そして

第 12 学年修了時に受ける。第 10 学年修了時の全国統一試験の結果、成績優秀者

のみが大学進学を目的とする Preparatory School へ進学出来る。進学を左右する唯

一の試験が全国統一試験（マークシート）であり、日本のような各大学別の入学試験

はない。そして、この全国統一試験は暗記問題が出題の大半をしめる為、授業内容

も暗記重視の傾向が強い。 

 

エチオピア政府は教育に重点をおいており、国家予算の多くが教育セクターで使用

されている（UNESCO 2004）。例えば、1997/98 年から 2000/01 年の予算配分を見る

と、教育分野は、国防・公安分野に続く二番目となっている（Checkole 2004）。

1997/98年より、エチオピア政府教育省はEducation Sector Development Programme 

(ESDP)を継続的に作成し、教育分野の改善を図っている。そして、以下のグラフ（図

3.2）が示すように、エチオピアの初等教育は発展を遂げており、エチオピア政府

Ministry of Capacity Building の Walua（2006）によれば、このペースでいくと 2010 年に

は１００％の初等教育が実現するという。 

 

 

 

 

全国統一試験 全国統一試験 全国統一試験 
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図 ３.２：エチオピア教育セクターの改善状況 

 

(出所: World Bank 2008b) 

 

しかしながら、実際は明るい話題ばかりではなく、教育セクターが改善すべき問題

は多く残る。表 3.2 をみると、高い退学率や、初等教育と比べ極端に低い中等教育、

高等教育への進学率が目に付く。 

 

表 ３.２：エチオピア教育セクターの現状 

指標  

Primary Gross Enrolment Ratio  84% 

Primary Drop Out Rate 42.2% 

Primary Completion Rate 43% 

Number of Primary Age Children Out of School 4,473,000 

Secondary Gross Enrolment Ratio  27% 

Lower Secondary  36 

Upper Secondary  7 

Tertiary Gross Enrolment Ratio 2.4% 

(出所: World Bank 2008b) 

 

初等教育の改善をうけ、より多くの生徒が中等教育（Secondary School）へ進める

ようになったものの、急増した生徒を収容するには、教室の増加や教員の増員が必

要であるが、特に農村部では、教員不足といった問題が深刻である。さらに、都市部

でも職に就ける高学歴の教師は田舎へ行きたがらない為、農村部では、教員数に加

え、その質の問題もある。ICT を利用した遠隔教育がこのような都市部と農村部の教
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育環境の格差を埋めるという期待が SchoolNet プロジェクトの背景である（EICTDA 

2006）。 

 

第３項  ICT セクター 

次にエチオピアのICTセクターの状況を見ていく。サハラ以南アフリカ平均と比べて

もエチオピアの ICT普及が遅れていることが表 3.3 からわかる。 

 

表 ３.３：エチオピアとサブサハラアフリカ ICT セクター比較 

指標 エチオピア サハラ以南アフリカ平均 

Tele-density (fixed mainlines) 0.9 % 1.7 % 

Tele-density (mobile) 0.6 % 12.5 % 

Access to personal computers 0.3 % 1.5 % 

Internet penetration 0.2 % 2.9 % 

(出所: World Bank 2007) 

 

しかしながら、現在、その状況が改善されて来た兆候が見られる。例えば、ここ最近

でインターネット利用者数は、2000 年と比較し 20 倍以上に増加している（表 3.4）。 

 

表 ３.４：エチオピアにおけるインターネット人口の変化 

年 ユーザー数 人口 普及率 

2000 10,000 70,600,043 0.0% 

2005 133,000 72,238,014 0.2% 

2007 164,000 73,872,056 0.2% 

2008 291,000 78,254,090 0.4% 

(出所: Internet World Stats 2008)          

 

この背景には、ICT を開発の動力として活用しようとするエチオピアの ICT 政策が

ある。エチオオピアはGDP（Gross Domestic Product）の約１割をICT分野への投資に

当てているのである（Cisco Systems 2007）。例えば、10,000Km の光ファイバーケーブ

ルを全国に張り巡らす‘Rural Connectivity Program (RCP)’と呼ばれる計画が実行さ

れており、既に約 4000Kmの工事が完了している（Walua 2006）。Kinde (2007)の報告

によれば、2010 年にこのネットワークが稼動すると、インターネット速度は現在と比較

し理論値では 200 万倍も早くなるという (図 3.3)。 
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図 ３.３：Rural Connectivity Program 

 

 

 

この様に、ICTに投資し、国家の開発にICTを活用するという姿勢は、エチオピア首

相であるMeles Zenawi のコメントにも表れている。例えば、彼は Financial Times のイ

ンタビューで以下のようにコメントしている。 

 

‘Ethiopia is too poor not to invest ICT’ and ‘ICT is the fastest way to end our 

isolation’ (Zenawi 2005 cited in Financial Times 2005: para1).  

 

そして、ICT が牽引する開発といったモデルは、エチオピアの国家 e ガバメント計画に

も反映している。 

 

第４項  エチオピアの e ガバメント計画 

エチオピアの e ガバメント計画には複数のコンポーネントがあり、その一つが

SchoolNetである。どのような ICT4Dプロジェクトがeガバメント計画の下に計画・実行

されているのを表 3.5 にまとめた。 
 

 

首都アジスアベバより６方向へ光

ファイバーケーブルが延びる。 将

来的には、南アフリカから、タンザ

ニア、ケニア、ソマリア、ジブチを

通りスーダンまで続く Eastern 

Africa Submarine cable System 

(EASSy)と呼ばれる国外ネットワ

ークに接続される計画がある。そ

して、これが実現されると、エチオ

ピアは高額な衛星ネットワークを

介したデータ送信ではなく、安価

な地上ネットワークを利用すること

が可能となる。 (Kinde 2007). 

(出所: Kinde 2007) 
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表 ３.５：エチオピア国家 e ガバメント計画のコンポーネント 

プロジェクト名 プロジェクトの目的 主なステークホルダー 現状 

SchoolNet 

衛星ネットワークを介し、全国（約 550

の高校）に同一のビデオ講義を配信す

ることで、教育の質の向上、地域格差

の縮小を狙う。 

ETC（Ethiopian 

Telecommunication）, 

Ministry of Education, 

Ministry of Capacity 

Building, World Bank, UNDP 

既に稼動中 

WoredaNT 

SchoolNet と同じ衛星ネットワークを利

用し、Woreda と呼ばれる地方政府事

務所（600 箇所以上）と中央政府を繋

ぎ、テレビ会議などを行い、地方政府・

中央政府間の業務効率化を目指す。 

ETC, 

Ministry of Capacity Building 
トライアル稼動中 

AgriNet 

26 箇所の農業研究施設をブローバン

ドインターネットで結び、情報共有など

を目指す。 

ETC, 

Ethiopian Agricultural 

Research Centre 

計画中 

HealthNet 

病院や医療施設間のネットワークを構

築し、医者や看護婦が必要な保健情

報にアクセス出来るようにする。 

ETC, SatelLife (international 

NGO), Addis Ababa 

University, UNECA  

トライアル稼動中  

（遠隔医療サービ

ス提供の計画もあ

る） 

EtherNet 
全国の公立大学を繋ぐネットワークを

構築する。 

ETC, 

Ministry of Education 
進行中 

RevenueNet 

全国の国内歳入税省出先機関をネッ

トワークで結び、情報交換の効率化を

図る。 

ETC, 

Ministry of Finance & 

Revenue 

計画中 

  (出所: Bekele et al. 2005; Cisco Systems 2006; Getu 2001; Kinde 2007) 

 
エチオピアが教育分野に重点を置いていることは既に述べたが、SchoolNet は、共

に重点が置かれている教育分野と ICT 分野の焦点にあたるプロジェクトであると言え、

国家 eガバメント計画のなかでも特に重要な位置を占めている（Dzidonu 2006）。それ

故、そのコストも大きく、Kinde (2007)によれば、545 の学校にプラズマテレビを導入す

る為にかかった費用は、約 1.25 百万ドル（2000-2500 ドルがプラズマテレビ一台の価

格）と考えられている。これまで、SchoolNet の背景につき延べて来たが、続く次節で

は、この SchoolNet の利点、問題点を分析していく。 
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第２節 SchoolNet プロジェクト 

第１項 概要 

SchoolNet は、ESDPII 及び ICT in Education Implementation Strategy という教育分

野での ICT活用計画、そして、ICT for Development 2010 plan という e ガバメント計画

により方向付けられた national e-education initiative という２つの方針に沿ったかたち

で、2003 年に開始された(Hare 2007)。エチオピア政府教育省はUNDP等からの支援

を受けつつ、各高校（約550のSecondary School）に大型プラズマテレビ、VSAT（Very 

Small Aperture Terminal）を配布し、衛星ネットワークを通じて、質の高い講義を配信

するための設備を整えた（Kinde 2007; UNDP 2005; UNESCO 2004）。配信される講義

ビデオは、南アフリカの団体が作成したものを使用し、数学、英語、物理、化学、生物、

公民・倫理という６科目が用意され、首都アジスアベバより各高校へ配信された。配

信される講義はビデオである為、教育テレビ番組や日本の予備校などが実施してい

るサテライト授業のようなものである。教室では、約 40分間の授業のうち、約 30 分が

配信されるビデオ講義を見る時間、残る 10 分が現場教師による質疑応答やまとめの

時間である（最初の5分間で簡単に講義の説明をし、30分ビデオ講義を見た後、最後

の 5分でまとめをする学校もあれば、最初から 30 分ビデオ講義を聞き、最後 10 分を

使って、まとめる学校もある）。 

 
写真 1: エチオピアの田舎の学校に設置された VSAT アンテナ 

 
      (出所: 著者撮影) 
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写真 2: ビデオ講義を利用した授業風景 

 
      (出所: 著者撮影) 

 
このほかに、同じ衛星ネットワークを利用しインターネットへのアクセスを提供する

ことで、生徒が学習に関連する情報を入手したり、教師が授業で役に立つ教材やトピ

ックを入手出来るようにすることもプロジェクトの一部である。（しかしながら、著者がコ

ンピュータ教師としてエチオピアで活動していたときには、また、インターネットへのア

クセスは実現していなかった。その為、本調査の問題点分析は、前述の遠隔教育の

部分について述べたものである。） 

 
第２項  期待される効果 

SchoolNet に期待される効果は、教育省パンフレットによると以下の 6 点である

（Wolyie 2006）。 

 

（１） 映像を利用することで、抽象的で教えにくいテーマについて、現場教

師がより効果的に教えやすくなる。 

（２） 教師、生徒共に、最新の情報にアクセスすることが出来る。 

（３） 地域にかかわらず統一の授業を提供するとこで、都市部と農村部の

不公平をなくすことが出来る 

（４） 質の高い授業を提供することが出来る。 

（５） SchoolNet が全高校で利用可能となれば、費用対効果が高い教育シ

ステムとなる。 
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第2章で述べたように、教育分野において ICTを利用するメリットは明確である。そ

して、教師不足、施設不足、教材不足といった問題を抱えるエチオピアにとって、

SchoolNet が及ぼす効果は有効なものであり、上記に挙げたメリットも容易に理解出

来る。実際、現地の教師や生徒も、SchoolNetの利点として、地図や写真、グラフや表

といった視覚にうったえる教材を使用した授業を受けられる点を挙げていた。特に、

ほとんどの学校に十分な実験道具や理科室がない、また実験を実演出来る教師が

いないエチオピアでは、ビデオ講義を通じて実験が見られる点も大きなメリットである。

さらに、教師や生徒は、ネイティブ（南アフリカ人）の英語で授業（ビデオ講義は 100％

英語である）を受けることで、英語力が向上できるというメリットも指摘していた。また、

教師からは、都市部よりも農村部や僻地において、SchoolNet のメリットが大きいと言

う意見があった。田舎では、質の高い教師をリクルートすることが極めて困難であり、

それだけ教師不足、教師の質の低下が深刻である。例えば、ある辺境州では、新卒

の教師を 60人採用したものの、実際に働き出したのは12名、そして 1年後にはその

うち 3名しか残っていなかったというエピソードもある（JICA教育分野の専門家へのイ

ンタビューによる）。こういった背景から、質の高い授業をテレビ画面を通して受けるこ

とが出来る SchoolNet は都市部よりも田舎において威力を発揮するというわけである

(しかしながら、本当にそうなのかについては事項で議論する)。 

 
第３項  実際の問題点 

前項で述べたように、多くの効果が SchoolNet に期待出来る。また、実際に現場の

教師や生徒もメリットを感じている。しかしながら、一方では、様々な問題点が指摘さ

れている現実もある。以下、現場の教師、生徒から指摘された問題点を挙げる。 

 

（１） 停電 

貧弱なインフラの為、週に数回、停電が起きることがある。また、降

水量が少ないと水力発電量も減る為、地域によっては計画停電とな

るケースもある。さらに、ジェネレーターがある高校も極めて少なけれ

ば、その燃料費を賄える予算を持った高校は皆無である。 

 

（２） 維持管理 

トラブルが起きたときに、首都の放送局の問題なのかと思っていたら、

実は単純な配線の接触の悪さが原因であったケースなどが多々あ

るが、障害の切り分けや修理が出来るスタッフが不足している。 

 

（３） 英語がわからない 

生徒の英語力はまちまちであるが、ビデオ講義の英語についてける



 24 

生徒はごく一部である。教師でも、完全に英語を理解するのが難し

いという者もいる。 

 

（４） 質問出来ない 

配信されるのはビデオである為、この遠隔教育は一方方向である。

その為、わからない点や疑問があっても生徒はその場で質問するこ

とが出来ない。 

 

（５） 時間配分が不適切 

10 分間は、生徒との質疑応答や授業のまとめをするには短すぎる

時間である。授業時間の大半をビデオ講義に費やす時間配分には

問題がある。 

 

（６） 授業内容が多すぎる 

ビデオ講義は、１授業に数多くの内容を盛り込んである。しかし、停

電などにより、急遽、現場教師が授業をしなくてはならない場合、内

容が多すぎで全てを網羅出来ないのが現状である。 

 

（７） ガイド、テキスト不足 

ビデオ講義に対応する教師用ガイド、そして、生徒用テキスが

CD-ROM にて各学校へ配布されているものの、ページ数が膨大で

あり、それを印刷し教師へ配るだけのインク代や紙代が学校にはな

い。その為、教師用ガイドは１教科につき１部しかなく、複数の教師

が共有している。また、生徒用ガイドは学校ではプリントされず、本

屋にて有料で販売されている状況である。 

 

（８） 首都向きの配信スケジュール 

ビデオ講義配信スケジュールは、首都アジスアベバにおける予定し

か考慮しておらず、各地方で実施される教育会議や研修といったイ

ベントに関係なく、ビデオ講義が配信されている。このため、いつくか

の講義を見逃がすことになる。 

 

（９） 教師の威厳、モチベーション低下 

10 分間という限られた時間しか与えられず、教師の役割がビデオ講

義に取って代わられている。そして、このビデオ講義中心の授業は、

教師の威厳やモチベーションの低下を招いている。 
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上記に挙げたように、現場の教師、生徒から様々な問題点が指摘されている。エチ

オピア全国レベルで実施された SchoolNet に関する詳細な調査結果がない為、前述

のメリットとこれらの問題点とを比較し、SchoolNet プロジェクトが成功であったのかを

判断することは困難であるが、少なくとも、SchoolNet に改善の余地が多々あることは

確かである。次節では、社会工学的視点から SchoolNet のメリットにつき批判的に議

論し、その後、ITPOSMO チェックリスト使用し、SchoolNet が何故このように多くの問

題点に直面したのかの原因について述べる。 

 

第３節 SchoolNet プロジェクトの分析 

第１項  都市部と地方の格差 

本項では、SchoolNet に期待される効果をより批判的に社会工学的視点から議論

する。SchoolNet プロジェクトの主な目的は、都市部と農村部の教育環境の格差を埋

めることである。その為に、統一のビデオ講義を全国へ配信しているが、果たして、本

当に画一の授業を提供するで、格差を埋めることが出来るのだろうか？ 

 

ある生徒は、田舎の生徒が、SchoolNet により配信されるビデオ講義についていけ

るのかを懸念していた。都会に比べ質の低い教師しかいない田舎では、英語が出来

る教師はごくわずかである。そして、田舎では、自宅やカフェで外国のテレビニュース

や映画を見られる機会も非常に限られている。こういった理由から、田舎の生徒の英

語力は、都会の生徒と比べ非常に低く、それ故、ネイティブの英語で行われる授業に

ついていくのは至難の業である。さらに、貧弱なインフラに起因する停電の多さ、トラ

ブル時の修理の出来るエンジニアや修理用部品の確保といった問題も、道路事情や

物資が限られている田舎では、極めて深刻である。 

 

一方、都会では、学生であってもカフェやビデオハウス等で簡単に外国のニュース

や映画が見られるし、英語が達者な教師も多い。よって、生徒の英語力は田舎に比

べて遥かに高い。また、停電の確率やエンジニアの確保といった点でも、田舎よりも

遥かに優れた環境である。つまり、映像を使用した質の高い授業を配信してみても、

都会の生徒は、内容を理解し、より高い学力を効率良くつけて行ける可能性が高い

が、田舎の生徒はインフラ等の問題から、その講義を見られない回数が格段に多い。

さらに、たとえ見られたとしても、低い英語力から内容を理解出来ずに、ボーっと画面

を眺めることになる可能性が高い。 

 

同様に、同じ地域の学生を比較しても、裕福な家庭からの生徒と貧しい家庭からの
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生徒では、同じことが言えある。裕福な生徒は、自宅で CNN や BBC といった英語番

組を見て、英語に慣れ、SchoolNet のビデオ講義用テキストを本屋で購入し授業に臨

むことが出来るが、一方、貧しい生徒はそういったこが出来ない。 

 

多くの研究者（Madon 1994; Castells 2001; Heeks 2002b）が指摘するように、ICTの

恩恵を得られるか否かは、環境によるところが大きく、政治的、経済的、社会的な弱

者は、ICT の恩恵を享受することが困難である。そして、SchoolNet プロジェクトでも同

様のことが言えるのである。したがって、同一の質の授業を提供することが単純に都

市部と農村部の教育格差を埋めると考えるのは安直であろう。 

 
第２項  Design-Reality Gap 

次に ITPOSMO チェックリストにしたがって、SchoolNet プロジェクトにおける

Design-Reality Gapにつき議論する。以下、表3.6に ITPOSMOに沿って、プロジェクト

の理想と現実と対比して記載した。 

表 ３.６：SchoolNet における Design-Reality Gap 

要因 Design Reality 

Information 

（情報） 

Secondary 教育は英語のみで実施する

といった教育ポリシーに沿った英語のみ

の授業。早い進み方で多くの内容を教え

るスタイルの授業の為、１講義に多くの

内容が含まれている。 

ネイティブによる英語は、エチオピアの生徒

には難しく、授業について行けない生徒が多

くいる。 

停電等で、現場教師が授業をする場合、全

ての内容を説明することが不可能なほど内

容が多い。 

Technology 

（技術） 

一方方向通信でも授業活動には、十分

である。 

貧弱な通信インフラ。 

一方方向通信は、生徒は質問が出来ず、受

動的に授業を受けることしか出来ない。 

Process 

（工程） 

現場教師の負担を減らす為のビデオ講

義中心の授業がベター。 

同じビデオ講義を同じスケジュールで全

国に配信すること地域格差を埋める。 

ビデオ講義中心の授業は、教師の威厳やモ

チベーションも低下させる。 

各地域、各学校により、授業開始時期や会

議のスケジュールが異なる。 

Objective（目的）

/Value（価値） 

 

同じ授業を全国に配信することが、教育

地域格差を埋め、エチオピア国の教育

分野を改善させる。 

同じ授業であっても、理解度は環境による。

都会と田舎では、学生の英語力、教師の英

語力、インフラの安定性といった環境が大幅

に異なる為、逆に、ビデオ講義の恩恵が受け

られる生徒・地域と、そうでない生徒・地域の

学力格差は広がる。 
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Skills（スキル）

/Staff（人材） 

 

一部の教師を対象に実施されたトレーニ

ングで十分である。 

教師達は、PCを使用してCD-ROM内の

教師用ガイドを閲覧する IT スキルを持っ

ている（容易に持つことが出来る）。 

トレーニングを受けた教師は、ごく一部で十

分とはいえない。IT スキルという優位性を保

つ為、IT教師は、他の教師にPC操作を積極

的には教えようとはしない。トレーニング不足

とモチベーションの低さから、多くの教師は

PC で教師用ガイドを閲覧しようとはしていな

い。 

Management（マ

ネジメント）/ 

Structure（構造） 

現場の IT 教師は、校長からの支持どお

り、他の教師に PC操作を教える。 

校長の命令でも、追加の給料が貰えないの

で、IT 教師は余計な仕事をしたがらない。 

Other  

(Time（時間）

/Money（資金）) 

学校は教師用ガイドや生徒用ガイドを印

刷する為のプリンタや費用を持ってい

る。 

プリンタを持っていない学校もある。殆どの

学校がインク代や紙を買えるほどの予算が

ない。 

 

表 3.6が示すように、SchoolNetプロジェクトにおいて、想定されていた状況と、実際

の現実には差異が見られる。そして、これらの差異は、前章にて述べた 3 種類の

Design-Reality Gap により説明出来る。 

 

Country Context Gap 

エチオピアという一国における地域差ではあるものの、既に述べた都

会と田舎の環境の差は、Country Context Gap と同様と考えられる。

都会と田舎の教育格差を埋めるには、統一した授業を提供するべき

という価値観は、エチオピア全土のインフラ、人材、教員の質といった

環境が同じレベルであれば通用するが、現実は都会と田舎の間には

大きな格差がある為、期待通りの成果を挙げることは困難である。 

 

Hard-Soft Gap 

Information と Process について、Hard-Soft Gap が見られる。まず、

エチオピアでは中等教育は英語で実施することが定められており、こ

の前提に従ってビデオ講義も英語のみで作成されている。しかし、実

際は多くの教師が現地語にて授業を行っているという現実がある。ま

た、画一のスケジュールでビデオ講義が配信されているものの、各

学校により実際の新学期開始時期は異なっている。これは、長期休

み後に、殆どの生徒が予定通りに学校へ来ない為、実質上の授業

開始は生徒の戻り具合によりけりであるという理由からである。この

ように、規則や決まりが行き届いていない現実が、途上国の Soft 
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Reality であり、合理的な Hard thinking に沿ったプロジェクトデザイン

とのギャップを生じさせている。 

 

Private-Public Gap 

少ない教師用ガイドを補う為には、PC を使って CD-ROM にはいって

いる教師用ガイドを見ることが出来る。しかしながら、多くの教師はそ

ういったスキルを持ち合わせていないし、また、そういった目的の為

にコンピュータ操作を習おうという姿勢は見られない。その理由として

は、そこまでして授業準備に時間をかけても給料は変らないので、や

ってもしょうがないという思いからである。また、コンピュータ教師も同

様に、校長よりコンピュータ操作を他の教師に教えるように言われて

も、金にならない余計な仕事はしたくないといった思いや、他者よりも

IT スキルに長けているという自分の優位性を保つ為に、他の教師に

積極的にコンピュータ操作を教えようとはしない。こういった教師の姿

勢の根底には、集団の利益や目標を優先する民間企業と異なる、個

の利益や保身を優先する公共分野の特徴があると考えられる。 

 

これまで述べてきた問題を整理すると、以下の 2 点が指摘できる。第一に、ICT を

利用して同じ授業を配信すれば、地域格差が埋まるといった考え方(即ち、「ICT で遠

隔教育＝解決策」)は、教員の英語力、英語学習環境、インフラ、メンテナンス人材や

修理部品の確保といった ICT が利用される背景を十分に考慮することを怠ったテクノ

ロー中心のアプローチである。そして、ICT が利用される幅広い環境の考慮が足りな

かった為、プロジェクトデザインと現実の間にはギャップが生じ、結果として多くの問題

に直面することになってしまった。第二に、このような失敗の背景には、テクノロジー

ありきの開発プロジェクトをリードする政府政策決定者のトップダウン的アプローチが

あると考えられる。現場教師によれば、プロジェクトが始まる前に、教育省が彼らの意

見を取り入れる為の試みは殆ど行われていない。殆どの教師が、SchoolNet が実際

に実施されたときに、初めてこのプロジェクトを知ったという。トップダウンアプローチ

の弊害は、多くの研究者（Kenny 2006；Unwin 2005）により指摘されているように、

ICT4D プロジェクト成功には、ユーザーを巻き込んだプロジェクトデザインが必要であ

り、そうすることで、現場の現実をより明確に把握することが可能となる。以上から、ト

ップダウンによるテクノロジー中心のプロジェクトデザインが、SchoolNet が多くの問題

に直面した原因と考えることが出来る。 

 

本章では、SchoolNet の問題がプロジェクトアプローチにあることが明確になった。

次章では、SchoolNet の問題点改善方法を、ユーザー参加に焦点をあて議論する。 
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第４章 SchoolNet プロジェクトを改善する為に 

第１節 現場からの意見 

SchoolNet の改善の為には、どういった解決案が考えられるだろうか？まずは、現

場の教師から指摘された解決案を紹介する。現場教師達は、SchoolNet を非常に冷

静に評価しており、そのメリットも問題点もよく理解していた。複数の解決案が指摘さ

れたが、まず第一に、ビデオ講義中心の現在の授業方法を現場教師中心へ修正す

る必要性が現場教師により主張された。その為には、CDやDVDにてビデオ講義を各

学校へ配布し、時間配分や必要な部分を教師が自由に選択し、授業でツールとして

使えるようにするべきである。次に英語の問題に関する解決策が挙げられる。エチオ

ピアには 70 以上の現地語があり、地域や部族によって使用される言語が異なる。し

かし、教師から提案された策は、現地語のコンテンツを作成するといったものではな

い。彼らは、英語が大学入試や生徒の将来に必要であり、ネイティブの英語で学習出

来ることは大きな利点であることを理解している。よって、現地語コンテンツを作成す

るのではなく、初等教育における英語教育の充実を図るとこがより良い改善案である

と指摘する。SchoolNet が始まるのは第 9 学年からである。それまでの 8 年間でネイ

ティブの英語についていけるだけの英語力を養えるように英語教育を強化することが

重要である。 

 
この様に、現地教師から提案された解決案は、適切且つリーズナブルであり、彼ら

がいかに現状をきちんと把握しているかをうかがわせる。したがって、現場教師という

SchoolNetのユーザーをプロジェクト計画時に巻き込むことが重要であったと考えられ

る。また、第 2 章で述べたように、情報システム開発・導入及び途上国開発プロジェク

トのいずれにおいても、ユーザー参加や住民参加といった現場のステークホルダーに

よる「参加」の重要性は明らかである。よって、SchoolNet においても、現状をより適格

に把握し、現実に即したプロジェクトを立案する為に、プロジェクトデザイン時に現場

教師を積極的に参加させることが、成功の確率向上に繋がったと考えられる。 

 

第２節 ユーザー参加の難しさ 

教師の参加を促すことが、SchoolNet プロジェクトにおいて必要であったことは理解

出来る。しかしながら、実際に「参加」を実現することは容易ではない。途上国開発プ

ロジェクトにおいて、住民参加を支持する研究者や実務者が多くいる一方で、その危

険性もまた多く指摘されている。なぜなら、政治、経済、社会、文化、人種といった要

因に基づく既存の力関係の影響を考慮すると、意見や要望を主張出来る機会や権利
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が、誰にでも対応にあるとは言えないからである。例えば、地方の一教師が、州教育

行政官や援助機関からの外国人に対し、臆することなく自分の意見を主張出来ると

は必ずしも言い切れない。この様な現実に対し、「参加型」というかたちをとることは、

社会的強者の意見を、正式に全体の意見にすり替えることになるといった批判も見ら

れる（Mohan and Stokke 2000; Mosse 1994; Cooke and Kothari 2001）。 

 

また、ICT４D に関して考えてみると、既に述べたように、ICT を利用する人々の経

済力や住んでいる地域環境（インフラなど）によって、ICT の恩恵を受けられるかどう

かが変わってくる。言い換えれば、ICT を利用する機会に恵まれている都市部に住む

裕福層は、より多くの知識やスキルを持っているが、貧困層や地方に住む者たちは、

ICTに関して乏しい知識しか持ち合わせていないと言える。しかし、実際のICT4Dプロ

ジェクトで裨益者や情報システムのユーザーとなるのは、そういった貧困層や地方の

人々である。果たしてどうやって、ICT に関する知識やスキルのない者達が、より知識

のあるプロジェﾄ牽引者達（政策決定者やコンサルタントなど）と対等に議論すること

が出来るだろうか。会議に参加出来ても、訳のわからない IT 専門用語を当たり前の

ように飛び交うなかで、何もわからないうちに、「現場の方々も了解済み」という全体

の意思決定が行われてしまうのではなかろうか（Heeks 1999b）。 

 

実際、「SchoolNet プロジェクト実施前に、会議やアンケート等で要望や意見を訴え

ることが出来たとしたら、何を主張したかったか？」という問いに対し、殆どの教師が、

そのような機会があったとしても、遠隔教育について何のイメージも知識もない状態

では、効果的な発言は出来なかっただろうといった返答をしている。この様に、「参加」

が重要であっても、実際に意味のある参加を実現させることは極めて困難である。次

節では、これまで述べたユーザー参加のむずかしさを考慮した上で、いかに本当のユ

ーザー参加を実現するかにつき議論していく。 

 

第３節 本当のユーザー参加を実現する為に 

ユーザー参加が SchoolNet プロジェクト改善の鍵であると考えられるが、「参加」は

一筋縄では実現できない。本節では、ユーザー参加を実現する為に２つの手段を提

案する。 

 
第１項 長期的計画の重要性 

ICT4D プロジェクトにおいて、ユーザー参加を促す為には、彼らに対する教育が重

要であると言われている（Puri et al. 2004）。しかし、ユーザー教育の重要性は否定出

来ないものの、これだけでは十分とはいえない。例えば、多くのテレセンタープロジェ
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クトでは、Web サイト等に乗せる情報更新方法に関するトレーニングを実施している

が、実際、テレセンターが運営する Web サイトを覗いて見ると、一度作成されたきり情

報が更新されていないケースが多い。プロジェクト開始時にトレーニングを実施しても、

そのトレーニングの必要性、あるいはプロジェクトそのものの必要性を理解させるに

は至っていないと考えられる。逆に、SchoolNet を見てみると、殆どの教師が何のトレ

ーニングも受けていないが、現在の彼らは、SchoolNet について誰よりもよくわかって

おり、そのメリット、問題点、そして解決案についての意見を持っている。太平洋戦争

時の 26・27 代連合艦隊司令長官の山本五十六の言葉に、「やってみて、言って聞か

せてさせてみて、褒めてやらねば、人はうごかじ」といった名言がある。この言葉が示

すように、途上国の人々にとって新領域である ICT 分野では、実際に新たしいシステ

ムを使うという経験なくしては、その必要性を理解することは難しいのではないだろう

か。言い換えれば、ユーザーからの効果的な意見や要望を入手する為に実施する事

前ユーザー教育では、押し付け的教育になってしまい、ユーザー自身がプロジェクト

の必要性を理解して、より良い成果を挙げる為に意見や要望を出すといった期待され

る効果が得られない可能性が高いと思われる。 

 

そこで必要になってくるのが、プロジェクト実施後であってもユーザーからの不満や

要望を取り入られるようなフレキシブルな長期的計画である。SchoolNet でいえば、約

3 年が経過した今の時点で、現場教師の本当のニーズや不満及び解決案を取り込み、

プロジェクトを起動修正することで、SchoolNet は本当に現場で役に立つシステムにな

ると考えられる。そして、この段階でのユーザー参加であれば、これまでとは逆に、最

もシステムを知り尽くしているのは現場教師であり、遠隔教育についての知識の点で、

政策決定者に引けをとらない他、実戦経験では現場教師の方が上である。この状況

でならば、より理想的な参加が可能となるのではないだろうか。 

 

第２項 情報の消費者からプロデューサーへ 

では、長期的かつフレキシブルな計画を練り、ユーザーの意見を取り入れられる体

制でプロジェクトを実施すれば、それで大丈夫かというと、それでも問題は残る。問題

はユーザーのモチベーションである。例えば、現場教師からの案を採用し、ビデオ講

義の CD や DVD を各学校へ配布したと仮定してみよう。おそらく、多くの教師が授業

準備の為に、その CDや DVD を事前にチェックし、「この部分は使って、ここの部分は

早送りしよう。」といったような授業プランを練る光景は必ずしも期待出来ない。なぜな

ら、彼らの多くが給料に満足しておらず、常に転職先を模索している状況であり、わざ

わざ時間を割いてCDやDVDをチェックする程、授業の質の向上に熱心ではないから

だ。逆に、40分の授業全てをビデオ講義にまかせっきりする教師が出てきても不思議
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ではない。それでは、どうやってユーザーのモチベーションを向上させれば良いのだ

ろうか？ 

 

Loher et al (1985)は、人々は自主性を与えられることで、満足度を感じると主張す

る。同様に、Staw (1989)及び Galbraith (1977)は、労働者のモチベーションを高めるに

は、ある程度仕事をまかすといった自主性を重んじることが重要であると述べる。この

ように、モチベーションを向上させる為には、自主性を尊重することが必要であり、そ

して、モチベーションが高い労働者は、効率や効果を上げようと新たな知識やスキル

を入手することに熱心になるという傾向がある（Petrova 2003）。これらの自主性とモ

チベーションについての関係を考慮すると、ユーザーを情報の受けてという受動的な

対象としてではなく、情報のプロデューサーという情報の能動的な作り手として扱うこ

とが、ユーザーのモチベーションを高めることに繋がると考えられる。 

 

例えば、現場の教師に対し、Microsoft Power Pointのようなプレゼンテーション用ソ

フトの使用方法に加え、ビデオ講義のデータを切り貼り出来るようなスキルを教えて、

授業コンテンツを自分達で自由に作成出来るようにする方法が考えられる。教師は、

必要な実験映像や表やグラフはビデオ講義のデータを用いて授業用プレゼンテーシ

ョンスライドを作成する。大型プラズマ TV 画面に、自分の作成したスライドが映り、生

徒達を驚かせるような授業が出来れば、彼らのモチベーションも上がるのではないだ

ろうか。また、他の学校や他の教科も含め、そういったスライド作成のコンテストなども

企画したら、彼らの IT スキル向上のモチベーションもより一層上がるだろう。ICT は途

上国において、ある意味憧れの的である。著者の経験でも、多くの教師は写真加工

や映像処理といったスソフトウェアに非常に興味を持っていた。そんな現場教師たち

にとって、ICT を自分の道具として自由に操り、より効果的な授業を展開するといった

目標は、魅力的であり、また彼らの自身や職に対するプライドも高めることが期待で

きる。 

 

実際、ここ最近の ICT4D プロジェクトでは、ユーザーを情報の消費者（受けて）とし

てではなく、むしろプロデューサーとして扱うケースが増えている（Heeks 2008a; 

2008b）。例えば、インド農村部にて、「IT for Change」という NGOが実施する ICT4Dプ

ロジェクトでは、女性グループが配信するコミュニティラジオが女性のエンパワーメント

に貢献しているし、同様にインドでは、有効な農業技術を紹介するビデオに、地元の

農民自身を出演させるなどして、見るものの興味を誘うとともに、作り手となる農民の

参加を促している。さらに、‘Talking Book Project’という、小型の音声録音再生装置

（MP３プレイヤーのようなもの）を使用し、農村部へ有効な情報（教育や保健関係の

情報）を配信することを試みるプロジェクトの立案者 Schmidt (2008)は、音声録音を搭
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載した理由について、録音機能により誰もが情報のクリエイター（Creator）となれるこ

との意義を強調している。この様に、最近の ICT4D プロジェクトでも、ユーザーを情報

のプロデューサーとして扱うことが成功への一要因と考えられているのである。 

 

第３項 押し付け的参加から自主的な参加へ 

これまで述べてきた様に、ICT４D プロジェクトにおいてユーザー参加は重要である

が、一方で、適切なユーザー参加を実現することは困難である。そして、開発プロジェ

クトにおける参加型開発手法などは、押し付け的なものとなっているといった批判もあ

る（Hickey and Mohan 2004）。ユーザーが適切に自分達の要望や、プロジェクトの意

義を理解出来、さらに、それを発言できる権利、環境を整えない限り、押し付け的なユ

ーザー教育、そして、形だけのユーザー参加となる恐れもある。 

 

Hickey and Mohan （2004）はそういった押し付け的な参加を「Participation as 

Obligation」と描写し批判し、本当の参加とは権利としての参加「Participation as 

Right」であると主張している。特に、ICT4D分野では、ステークホルダーの教育レベル

や経済力、政治的、社会的立場といった既存の力関係が ICT 知識･スキルに直接的

に影響している。この様な背景で、ICT に触れる機会が少ない現場のステークホルダ

ーを適切にプロジェクトに参加させることは容易ではない。しかし、上記で述べた 2 点、

即ち、長期的計画でローカルユーザーにシステムに慣れる時間を与え、それから彼ら

の意見を取り入れられるフレキシブルなプロジェクトデザイン、そして、ユーザーを情

報のプロデューサーとすることでモチベーションを向上させる、といったアプローチが

「Participation as Right」を実現する為に必要である（図 4.1）。本調査の第二の論点で

ある SchoolNet の問題点改善案をユーザー参加の視点から議論してきたが、上記 2

点が SchoolNet 改善には、有効な手段であると考えられる。 

 

図 ４.１：真のユーザー参加の為のアプローチ 

 

ユーザーにシステムに慣れる
時間を与える長期的計画 

Participation as 
Obligation 

Participation as 
Right 

情報の消費者から 
情報のプロデューサーへ 
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第５章 総論 

第１節 これまでの議論のまとめ 

第 2 章では、ICT4D に期待される効果、その問題点、そして問題の原因となるプロ

ジェクトアプローチにつき説明した後、改善へ向けての策として、社会工学的視点を

持ち、ユーザー参加を促すことで、Design-Reality Gap を埋め、ICT4D プロジェクト成

功確率を上げることが出来ると述べた。第3章では、実際にSchoolNetを事例にとり、

そのメリット、問題点を紹介した後、何故SchoolNetが多くの問題に直面したのかの原

因を社会工学的視点から分析し、テクノロジー中心のトップダウンアプローチがその

原因の根本にあったと述べた。そして、第 4 章では、テクノロジー中心のトップダウン

アプローチが見落としている現場ユーザー（即ち、現場の教師）を巻き込むことが問題

解決への道であると考え、SchoolNetを事例にどうすればIC4Dプロジェクトにおいて、

ユーザー参加を適切に実施できるのかにつき議論してきた。そして、ユーザーに経験

や知識を得る為の期間を与えてから、彼らの要望を取り入れられるような長期的計画

の重要性、そして、ユーザーを情報のプロデューサーとして扱うことで彼らのモチベー

ションを向上させることが本当のユーザー参加を実現する為に必要であると述べた。

最終章である本章では、これらの議論を踏まえて、今後のエチオピアにおける e ガバ

メント計画に、SchoolNet の教訓をどう活かすべきかについて述べる。 

 

第２節 エチオピア e ガバメント計画に対する提言 

エチオピア政府は壮大な e ガバメント計画を掲げており、今後も様々な ICT4D プロ

ジェクトが実施される予定である。SchoolNetについての議論を踏まえ、今後のICT4D

プロジェクトにおいて、注意すべき点を以下 3点にまとめた。 

 

（１） ICT 中心でない ICT4D プロジェクト 

SchoolNet のメリットを最大限に活かすためには、初等教育における英語教

育の拡充が必須であり、その為には、地方でも質の高い教師がリクルート出

来るような仕組み作りや教師の質・数の向上が重要である。言い換えれば、

結局、教育セクター全体の改善なくしては、ICT だけでは解決出来ないので

ある。ICT は大きな可能性を持ち合わせているが、あくまでもツールであり、

「ICT＝解決策」とはなりえないことを忘れず、対象となる各セクターの問題を

注意深く検討した上で、必要であれば ICTを活用するといった、ICT中心でな

い ICT4D プロジェクトを進めていく必要がある。 
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（２） トップダウンでなくボトムアップ 

各セクターの問題解決に、ICT を活用する場合は、社会工学的視点から、テ

クノロジー以外の要因を含めて、Design-Reality Gap が少なくなるようなプロ

ジェクトデザインを行う必要がある。その為には、現場のリアリティを把握する

為に、システムのユーザーとなる人々の参加が重要である。特にエチオピア

は多様性に富んだ国であり部族によって、その経済活動、社会、文化、地形

といったあらゆるものが異なる。例えば、70 以上の言語が存在し、国営放送

のテレビニュースも 3つの言語で行われている。さらに、部族間にはライバル

心がある。このような多様性のなかでは、トップダウンアプローチでは、現場

のリアリティに適したプロジェクトを作ることが困難であり、現場からの声が必

要である。つまり、ボトムアップ型のプロジェクト形成が重要であり、その為に

は、適切なユーザー参加を実現する必要がある。 

 

（３） 長期的計画とプロデューサーへのシフト 

第 4 章にて述べたように、ユーザーに ICT に慣れる期間、システムを実際に

使用して経験を積める期間が大切である。経験を通じてこそユーザーは政策担

当者と同等のレベルで議論出来るようになるのである。よって、プロジェクト開

始時には簡単な仕様、シンプルなシステムで始め、ある一定期間を経てからユ

ーザーの意見を取り入れて本格的なシステムへ改定していけるような長期的計

画が適切である。また、ユーザーのモチベーションなしには、参加は実現しない。

モチベーションアップの為には、ユーザーを従来の情報の消費者という立場か

ら情報のプロデューサーとして育て上げることが、ユーザーの参加、そしてエン

パワーメントという点からも重要である。 

 

第３節 ICT４D のこれから 

開発における ICT 活用の可能性は大きいものの、現実には失敗している ICT4D プ

ロジェクトや期待通りの成果を出すことに苦労しているケースが多い。このような厳し

い現状に対し、多くの研究者（Walsham and Sahay 2006; Walsham et al. 2007; Heeks 

2002a）が、どうやって（how）ICTを開発に活用していくかを議論する必要性を主張して

いる。そして、多くの研究者（Puri et al 2004; Sein and Harindranath 2004）に共通して

いる見解は、ICT の効果は Context（背景や環境）に左右されるという点である。ICT

が活用される組織、地域、国の状況（組織構成、政治、経済、社会、文化など）はそれ

ぞれ異なっており、それ故に、万能のマニュアルが存在しない。 

 

SchoolNet を事例にした本調査を通じ、ICT4D プロジェクト成功に貢献する教訓を
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導き出すことを試みた。そして、最終的に前節で述べた 3 点の提案は、多くの ICT4D

プロジェクトに当てはまるものだと期待している。さらに、プロジェクト実施数年後から

でもユーザーの参加を促し、本当の要望に沿うかたちにシステムを修正するといった

長期的計画、また、ユーザーを情報のプロデューサーとして訓練するといった「消費

者→プロデューサー」へのシフトは、これまでに失敗に終わってしまったテレセンター

のような ICT4D プロジェクトを復活させる可能性も秘めていると考えられる。なぜなら、

失敗を通じ、既にユーザーはある程度の知識やスキルを持ち、本当の要望や意見を

言える状況になっているのではないだろうか。そして、ICT4D プロジェクトにおいては、

コンテンツ次第で良くも悪くもなるプロジェクトが多く、次々に生まれる革新的技術の

おかげで、コンテンツの変更やシステムの修正といったことがある程度可能でもある。

この点は、道路建設や井戸掘削といった従来の開発プロジェクトに比べ、ICT4D プロ

ジェクトの優位点とも言えよう。 

 

これまで議論してきた様に、ICT4D は決して簡単な分野ではなく、その可能性とは

裏腹に、高いプロジェクト失敗率という厳しい現実がある。しかし、悲観的になる必要

はない。必要なのは、ICT４D に期待される成果をあげる為の適切なプロジェクト計画

方法、アプローチ方法を考えることである。そうすれば、ICTが途上国の開発を促進す

るツールとして、その効果を期待通りに発揮するであろう。 
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